
障害者に対する支援（④地域生活支援事業の追加） 
 
○ 市町村が実施する地域生活支援事業の必須事業として、以下の事業を追加。 
 ① 障害者に対する理解を深めるための研修・啓発 
 ② 障害者やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する支援 
 ③ 市民後見人等の人材の育成・活用を図るための研修 
 ④ 意思疎通支援を行う者の養成 ※ 手話奉仕員の養成を想定 

   〔 その他、手話及び要約筆記を行う者の派遣も実施 〕 
 

○ 都道府県が実施する地域生活支援事業の必須事業として、以下の事業を追加。 
 ① 意思疎通支援を行う者のうち、特に専門性の高い者を養成し、又は派遣する事業 

     ※ 手話通訳者、要約筆記者、触手話及び指点字を行う者の養成又は派遣を想定 

 ② 意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整等広域的な対応が必要な事業 

                                  【平成２５年４月１日施行】 
 

  地域社会における共生を実現するため、社会的障壁の除去に資するよう、地域社会の側への働きかけの 
   強化、地域における自発的な取り組みの支援、成年後見制度の利用促進及び意思疎通支援の強化 

     

《地域生活支援事業の概要》 
・事業の目的 
  障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を営む 
 ことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じ、実施 
 主体である市町村等が柔軟な形態により事業を効果的・効率 
 的に実施。 
・財源 
  補助金（一部交付税措置あり） 
※市町村等の事業全体に補助する統合補助金として補助 
 【都道府県事業】国１／２以内で補助 
 【市町村事業】 国１／２以内、都道府県１／４以内で補助 
・予算額 
      ２２年度    ２３年度     ２４年度 

     ４４０億円 ⇒ ４４５億円  ⇒  ４５０億円 

新法に基づく給付・事業 

市町村 

都道府県 

自立支援医療 

補装具 

介護給付 

障害児・者 

訓練等給付 

地域生活支援事業 

自立支援給付 

★原則として国が１／２負担 

・訪問系サービス 

（居宅介護、重度訪問 

 介護等） 

・療養介護 

・生活介護 

・短期入所 

・重度障害者等包括支援 

・施設入所支援 

・自立訓練 

・就労移行支援 

・就労継続支援 

・共同生活援助 

★国が１／２以内で補助 

・相談支援 ・コミュニケーション支援、日常生活用具 

・移動支援 ・地域活動支援センター ・福祉ホーム 等 

支援 

・広域支援 ・人材育成 等 
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